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第４章 本格調査への提言 

４－１ 調査対象範囲 

本格調査の対象範囲は、ウオノギリダム集水域及び、その下流部分の Madiun 川との合流地点までとし

ている（地図は、S/W に添付のとおり）。しかしながら下流部分については、対策によっては影響の出る範

囲が変わるため、適宜インドネシア国側と協議の上、変更する必要がある。 

４－２ 調査により求められる成果と調査フロー 

本格調査に求められるものは、第一義的には貯水池の堆砂対策である。その中でも取水口周りの堆砂

問題については緊急性が高く、優先プロジェクトとして対策を立てる必要がある。また、貯水池全体へのア

プローチとして、現在の堆砂問題を解決する工法の提案と流入土砂を低減する対策の提案が求められ

る。 

これら対策検討のためのフローは次のように考えられる。 

４－２－１ 貯水池周辺堆砂対策 
（１） 貯水池周辺の観測計画 

（２） 観測、結果分析 

（３） 土砂沈降・浮上特性把握 

（４） 各種状況のデータベース化 

（５） 貯水池内土砂移動モデル構築、モデル検証 

（６） 将来予測 

（７） 対策プラン検討 

（８） 対策効果の検証 

４－２－２ 取水口周辺排砂工法 
（１） 工法検討および選定 

（２） 実証試験計画 

（３） 実証試験実施 

（４） 計画策定 

４－２－３ 流域保全対策 
（１） 流域内状況把握、データベース化 

（２） 土砂流出の計測 

（３） 住民社会調査 
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（４） 土砂流出モデル構築、検証 

（５） 対策プラン検討 

（６） 対策効果の検証 

４－３ 要員構成 

本調査には次の各分野を担当する団員が参加することを基本とする。なお、各団員の TOR は以下のと

おりである 

（1） 総括／貯水池堆砂対策 

総括として調査全体の運営管理、報告書の取りまとめ、インドネシア国関係機関との協議、C/P

やステークホルダー達との調整を行う。貯水池堆砂計画に係わる調査、計画の責任者として、堆

砂調査、堆砂対策計画、対策施設、土砂貯水池上流域モデル、貯水池内モデル等の構築、実

証試験などを統括する。 

（2） 副総括／流域保全対策／土壌浸食 

副総括として総括を補佐し、調査全体の運営管理にあたり、総括が現地に不在の際は総括に

成り代わって調査を取りまとめる。また、ウオノギリ多目的ダム上流域の流域保全対策に係わる調

査計画の責任者として、土壌浸食調査、土壌浸食モデル、侵食緩和対策計画、対策施設などを

統括する。また、世界銀行が実施した流域保全のプロジェクトを評価し、本計画に反映させる。本

団員は流域保全管理計画を責任者として実施した経験があることが望まれる。 

（3）取水口付近排砂工法 

取水口付近の堆砂の排砂工法検討および実証試験の計画・監理を担当する。堆砂土質別の

各種排砂工法の適用性、省エネルギー型の排砂工法に精通していることが求められる。  

（4） 地形測量／堆砂測量 

河川縦横断測量、貯水池内堆砂測量、構造物対策予定位置の平面測量・高低測量を担当

する。一般的な測量技術に加えて、GPS 測量など最新の技術にも通じていることが期待される。 

（5） 水文／気象／ダム運用計画 

PMF を再評価するための水文解析、堆砂対策を考慮したダムの運転管理計画作成を担当す

る。PMF 評価の経験を有することが望ましい。 

（6）農業／土壌 

流域保全における農作物転換等の非構造物対策を担当する。熱帯モンスーン地域における

土壌の特性、農業技術、可能栽培作物等に通じていることが求められる。 
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（7）地質／土質 

貯水池上流域の地質分布・地質構造把握､土砂生産ポテンシャルの把握、貯水池内堆砂の

土質調査、構造物対策予定位置での地質調査を担当する。地すべり・砂防地質に加え､水上ボ

ーリング、構造物基礎調査の経験があることが求められる。 

（8）河川内土砂移動 

河床変動・貯水池内堆砂の実態把握、浮遊土砂量調査、流域内の土砂移動メカニズム解明、

土砂貯水池内モデル、貯水池下流モデルの検討等を担当する。河川内および貯水池内の土砂

移動実態・理論に精通していることが求められる。  

（9）水理数値解析 

土砂移動の担当団員を補佐し、各種モデルの数値計算物理モデルの構築を担当する。土砂

移動理論の知識を有することが望ましい。また、作業は国内を主とし、国内研究機関との連携の

下で業務を遂行する。 

（10）GIS／データベース 

GIS システムを構築し、団員の収集した各種資料を GIS 上でデータベース化する。また、流域

保全に関しては、GIS システム上に構築されたデータベースを利用して空間解析を行い、副総括

が行う土壌浸食・土砂生産に関する量、土壌・土砂の性質の違い等を考慮した地域のゾーニン

グ作業を補佐する。  

（11）社会調査／コミュニティ活動 

村落社会・経済調査、流域保全における啓蒙活動、コミュニティに基礎をおいた非構造物対

策の実施計画を担当する。 

（12）組織／法制度 

流域管理・堆砂対策を行う上での現況の組織体制・法制度の課題抽出および改善案の提案

を担当する。 

（13）社会経済／財務 

流域管理・堆砂対策事業実施主体の経済・財政基盤について調査し、選定されたプロジェクト

の経済及び財務分析を行う。 

（14）環境社会配慮 

マスタープランで提案されるプロジェクトの初期環境影響調査、実証試験に対する環境影響評

価、優先プロジェクトに対する環境影響評価を担当する。ダム堆砂放流に関する環境影響評価
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の経験があることが望ましい。 

（15）施設計画 

総括・副総括を補佐し、ダム堆砂対策及び流域保全対策施設の位置、タイプ、レイアウト、規

模、配置計画などを決定する。また、既存施設のレビュー・再評価も行う。 

（16）施設設計 

提案されたプロジェクトの施設計画を実施する。 

（17）積算／工程計画 

マスタープラン及びフィージビリティ調査における各プロジェクトの工事費積算及び工程計画を

策定する。 

４－４ 調査実施上の留意点 

調査の実施にあたっては、第二章の団長所感を参照するとともに、以下の項目についても留意し調査

を実施すること。 

４－４－１ 堆砂対策全般 

(1) ウオノギリダム貯水池の問題点 

今回の調査では、以下の問題について重点的に考慮する必要がある。 
① 支川のクドゥワン川からの土砂流入による堆砂が取水口周辺を覆っており、取水に支障が

生じている。クドゥワン川の流域面積がウオノギリダム集水面積の 1/3 弱に達するとともに、流

域に 3000ｍ級の山を有し流出土砂量が多いと推定されるのに対し、貯水池流入部から取

水口までの貯水池容量が非常に小さく（河床勾配が大きいと考えられる）、貯水池全体の堆

砂進行に先行して取水口部分の埋没が生じている。堆砂は、取水口周辺に既に到達して

おり、早急な対応が必要である。現地において最も深刻に受け取られているのは、取水口

の問題である。 

② 堆砂の進行がダム建設時の計画より遙かに速く、ダム完成の 1982 年から 2000 年の間に利

水及び洪水調節容量の 30％以上が消失し貯水池機能が損なわれている。要請書のデータ

によれば、年平均で 1,500 万ｍ3 程度の容量損失が生じており、このまま堆砂が継続すると

すれば 20 年程度で貯水池機能の大半が失われることになる。早急に対策方針を決める必

要がある。 

③ 堆砂による洪水調節容量の減少により、ダムの洪水処理能力が減少しており、堤体越流に

対する安全性が低下している。本ダム洪水吐きは可能最大洪水を対象に計画されており、

ダムの安全性は堆砂の影響を受ける。現時点での具体的な安全性は不明であるため、堆
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砂量の精度の良い把握を行うと共に、現状での安全性評価を早急に実施する必要がある。

また、貯水池が将来に亘って安全に機能するための信頼性予測手法を確立する必要があ

る。 

(2) 堆砂対策検討上の留意事項 

ウオノギリダム堆砂対策を検討する上で、以下の事項について留意する必要がある。 
① 長期に亘り貯水池機能を維持できるものであること。 

② ウオノギリダムは既に広い地域に水を供給しており、用水供給機能を維持しつつ対策を講じ

る必要があること。 

③ 維持管理コストが小さいこと。 

(3) 堆砂の性質 

本調査で対象としている堆砂は、以下のような特徴を持っており、代替案の検討にはこれら特

性を十分に把握した上で提案する必要がある。 
① 土粒子のうち細粒分が主たる対象になる。 

② 堆積土砂間に塵埃を挟んでいる可能性が高い。 

③ ある程度深部、或いは水面上に露出した経験のある領域では、細粒分の圧密が進行してい

る可能性がある。 

４－４－２ 取水口周辺の堆砂対策について 

(1) 取水口周辺の工法選定について 

取水口周辺の対策は、緊急を要するものであり、計画、実施の比較的容易な浚渫がその主た

る候補になると思われる。この場合、維持費用の低減という点に留意してその工法を提案する必

要がある。要請書にあるハイドロ式はその一つであるが、その適用の妥当性については必ずしも

十分には整理されていないので、他の方法との比較を通じ再評価する必要がある。実証試験の

必要性、あるいは有用性もそうした検討を通じて明確にする必要がある。 

(2) 取水口周りの対策のフィージビリティ調査 

取水口周りの対策については、緊急性や対策の必要性の高さから、マスタープラン全体の検

討の段階においても暫定的にフィージビリティ調査を実施することも可能である。 

  

(3) 排砂システムの環境への影響 

排砂システムとして、流水のエネルギー利用を想定すると、排出土砂は下流河道に放出する

必要がある。しかし、全て下流に放流すると排出濃度はかなり高くなることが予想され、環境上問
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題を生じる可能性がある。このため、発電放流での希釈を考慮するなど、環境への影響を最小に

する操作方法を考える必要がある。 

(4) 実証試験の有効活用 

緊急対策として、無償資金協力による取水口周辺の浚渫除去（5 年間の機能維持対策）が実

施されたところであるが、堆砂現象は年変動の激しい現象であり、大きな出水がある年の場合に

は短期間でその効果を失うこともあり得る。調査期間中は取水口周辺の堆砂進行状況に留意し、

実証試験を取水口機能維持対策の一環として有効に活用することも考慮することが望まれる。 

４－４－３ 貯水池全体の堆砂対策について 

(1) 貯水池の特徴と調査方法 

堆砂対策の将来に亘る効果を予測するために、数値計算モデルが必要になることを想定して

いる。このモデルは、ウオノギリダム貯水池が、貯水池面積が非常に大きく形状が複雑であり、流

域面積の比較的大きい支川が複数存在することから、１次元計算では不十分の可能性もある。

そのため、本調査においては貯水池内の堆砂現象を２次元モデルでシミュレーションすることを

想定している。２次元計算等の数値計算等を行う際には、現地でプログラミングやモデル化を行

うだけでなく、日本からの十分な支援を受けることのできる国内作業も必要と考えている。 

(2) 貯水池の持続可能性の保障 

貯水池の持続可能性の保障をするためには、ダム貯水池関連施設のライフサイクルマネージ

メントや設計アプローチを導入して、ウオノギリダム貯水池の既存施設の改善や新規施設の計画

も視野に入れて総合的に検討する必要がある。 

(3) 貯水池および流入支川堆砂実態の把握 

流入支川の河床堆砂状況も含め、貯水池の堆砂状況を正確に把握することは、本流域にお

ける土壌浸食・土砂生産および堆砂のメカニズムを把握する上において非常に重要な基礎デー

タとなる。しかしながら現状は、それらの基本的データが非常に乏しい状態である。そのため、本

格調査では、基本データを集積し、正確なデータに基づいて実態を明らかにすることが肝要であ

る。 

(4) 貯水池堆砂の現状評価 

深浅測量、河川縦横断測量による貯水池内及び支流末端での土砂堆積状況の調査、貯水

池内のボーリング調査による堆砂構成物の分析などの基礎データを基に、ウオノギリダム貯水池

の堆砂の現状を正確に把握し、堆砂プロセスの解明に努めることが重要である。特に、深浅測量

では GPS を利用した測定位置確認が重要であり、固定局と移動局間の無線送受信の信頼性を
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確保する必要がある。 

(5) 日本の研究機関との連携 

堆砂現象の２次元モデルによるシミュレーションについては、その検討結果の精度を高めるた

め、日本の大学もしくは研究機関とも共同で取り組むことを想定している。そのためには、前提条

件をある程度揃える必要があり、調査団が収集した地形や水文、土壌等の基礎データは共有す

ることとする。また、現地調査開始までに、調査の方法、時期、内容について調査団、研究機関、

当機構の３者で詳細打合せを行うこととする。 

４－４－４ 流域保全について 

(1) 流域保全対策について 

流域保全対策は根元的な対策と考えられているが、対象としている地域が面的に広がってい

るため、対策の完成に長期を要するとともに、効果発現の定量的な予測が困難な問題がある。し

かしながら、堆砂データから土砂流出量の総量が把握可能なこと及び集水域の土砂流出形態が

それ程複雑でないことから、土砂生産量の把握、流域保全対策による土砂量低減効果の予測は

ある程度可能なものと思われる。 

また、流域保全対策については、世界銀行による Upper Solo (Wonogiri) Watershed Protection 

Project（1989 年～1994 年）の流域保全活動を始めとして、大学・研究機関による様々な研究も行

われている。そのため、大学・研究機関等との連携・協調を図りつつ、情報を効率的に収集し、調

査に活用することが重要である。 

  

(2) 貯水池上流域モデルと貯水池内モデルとの相互関係 

貯水池モデルでは、流入土砂量は流量との関係で与える必要があるが、流出モデルでこうし

た関係を再現するのは理想的ではある一方、困難であると予想される。従って、相互のモデルの

妥当性を表現するために何らかの工夫が必要であると考えられる。 

(3) 土壌浸食・土砂生産量評価とダム上流域のゾーニング 

土砂生産量の評価には、適切な土壌浸食および土砂生産地域のゾーニングが欠かせない。

これらの検討は、収集あるいは取得したデータを利用して GIS を駆使した解析を行うことになるが、

その際、地域の土壌浸食・土砂生産のメカニズムを把握した上で、適切な分類を考案し、地域を

ゾーニングすることが大切である。また、土地登記上での森林と現実の土地利用が異なっている

可能性もあるため、土地利用図、航空写真、衛生写真等からの判断だけでなく、重要ポイントは

現地踏査により確認することが重要である。 
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(4) 自立的かつ持続的流域保全活動 

流域保全に関する本件調査は、マスタープランを作成し、優先プロジェクトの選定を行うことが

最終の目的ではなく、本格調査終了後、インドネシア側で自立的かつ継続的に流域保全対策が

進むことが大きな目的の一つである。そのため、マスタープランの策定、優先プロジェクトの選定

に際しては、充分にこれらに配慮することが求められる。また、調査という枠組みにとらわれること

なく、パイロットプロジェクト等の実際の活動を調査に組み込むなど、柔軟に提案することも可能

である。 

４－４－５ 調査全体に関する事項 

(1) インドネシア国大学や調査研究機関との連携 

本調査終了後、ダムの運営、流域保全はインドネシア国側が主体的に実施していくことになる。

そのため、事業化後のモニタリングを継続的に実施するためには、インドネシア国内大学や調査

機関を調査中から取り込み、彼らの今後の活動の一環とするなどの工夫も考えられる。このため、

現在、当機構において現地大学もしくは研究機関との共同調査の体制を整えているところであ

る。 

本調査の結果をインドネシア国内に蓄積し、他の地域でも活用するためにも、大学や調査研

究機関との連携は重要であり、調査期間中においても、その体制作りが求められることになる。 

(2) TV 会議の利用 

今回の調査は、既に確立された技術を用いるだけでなく、現在開発途上の技術の実用性の検

討や、大規模貯水池全体のオペレーション計画など、高い精度の計画が求められる。そのため、

調査団として重要事項を決定する際には、その内容について国内支援委員会との協議をするこ

とが望まれる。どの時点で協議するかについては、調査開始時に当機構と交渉することとするが、

調査団として協議すべきポイントが想定できれば、それを提案すること。 

(3) 調査実施期間について 

本調査については、インドネシア国側との協議により、取水口周辺の対策と流域保全対策に

ついては２年間で、貯水池全体の堆砂対策については３年間で結果を出すこととしている。調査

内容としては、フェーズ１：マスタープラン策定、フェーズ２：フィージビリティ調査としているが、対

策によってその調査期間は変わりうると考えている。そのため、本調査の計画に当たっては、レポ

ートのタイミング等に捉われることなく、調査として適当と考えられるスケジュールを柔軟に提案す

ること。 
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(4) JBIC との連携 

ソロ川の下流域では、JBIC のリハビリ維持管理改善事業（水資源セクター）が実施されており、

主に河川施設の改修が成されている。本調査は結果が下流域へ影響を与えるとともに、下流域

の計画・事業も考慮したダムの堆砂対策を計画する必要があるため、本格調査中における JBIC

プロジェクトとの連携は必須である。また JBIC は、取水口周辺緊急対策のドナーとなる可能性も

考えられるため、当機構と連絡を取りつつ連携を進めることが望ましい。 

(5) プロジェクト評価手法について 

本調査で提案されるプロジェクトは貯水池のリハビリ事業であるが、そのプロジェクトの評価を

する際には、経済的な便益をどのように評価するのか、安全性の確保をどのように評価するのか

等、貯水池堆砂対策プロジェクトを評価するための実用的な評価手法を工夫する必要がある。 

(6) 調査範囲について 

現時点では、調査範囲は、ウオノギリ多目的ダム全上流域およびソロ川本川のうちダム直下流

からマディウン川合流点まで、としている。しかし、マスタープランで提案される対策内容によって

は、調査範囲をさらに拡大する必要が生じる可能性がある。 

(7) ステークホルダー間の利害調整 

本案件は、調査範囲にダム上流域の全体および下流域を含むこと、マスタープランでの提案

プロジェクトは多義に渡ることが予想されること等から、ステークホルダーの多い案件になると想定

される。そのため、本格調査の過程においても、出来る限りこれらのステークホルダー間の利害

調整・合意形成に努める必要がある。 

(8) 環境社会配慮 

JICA 環境社会配慮ガイドラインでは、「幅広いステークホルダーの参加」及び「意思決定プロ

セスの透明性」を確保し、このための「情報公開」に努めるといった基本理念に基づき、各種の配

慮事項、手続き規定が盛り込まれている。本調査においても本ガイドラインに沿って、適切な環

境社会配慮がなされるよう努めることとする。なお、本ガイドラインの規定に則り、環境社会配慮に

関わる一連の検討作業は、インドネシア国側の責任のもとに、JICA とインドネシア国側の共同作

業として実施することとしている。 

 また、本調査においては、環境社会配慮にかかる記述を報告書に盛り込むだけでなく、

調査中に作成した書類、インタビューシート、議事録等、協議の過程がわかるように、

記録として残すものとする。 
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(9) 情報公開とパブリックコンサルテーション 

JICA 環境社会配慮ガイドラインの趣旨を十分に踏まえ、調査の過程において十分な情報公

開とパブリックコンサルテーションが行われるよう努める。情報公開については、相手国政府が主

体的に行うことになっているが、調査団としてもインドネシア国政府に対しサポートを行う必要があ

る。なお、わが国側としての情報公開については、調査業務の一環として実施する。 

 また、パブリックコンサルテーションについては、その責任の所在は相手国政府に置

きつつ、わが国側と相手国側の共同作業として実施することとしている。 

(10) レポート作成 

レポートは基本的に英語とするが、インドネシア政府からの要望もありインドネシア語版も作成

することとしている。インドネシア語で作成する理由は、地方においてはほとんどインドネシア語し

か通じないことと、今後、中央政府職員だけでなく地方職員も M/P 等を使用していくためである。

インドネシア語版を作成するのは各レポートのサマリーもしくはメインレポートを想定しているが、

前述の理由等と照らし、不要のものがあればそれを、またさらに必要と思われるものは、プロポー

ザルにて提案すること。 

なお、各レポートのインドネシア語版については、英語版と同時期に先方政府に提出する必要

はなく、中央政府職員とは英語のみで協議することも可能である。 

(11) 資機材の選定と維持管理体制について 

本調査で調達する機材は、原則として調査終了後は相手国 C/P に譲渡することとなり、その後

の保守・維持管理についてはインドネシア側が実施しなければならない。そのため、本邦調達や

現地調達に関わらず、本調査において調達する資機材については、代理店の有無など調査終

了後においてもアフターケアーサービスを受けられる方が望ましい。また、現地調査時において

は、保守・維持管理を行うのが C/P であるという認識を持ち、調査活動中から資機材や施設につ

いて、常に誰が管理するのか、どのように管理するのかなどを明確にし、自ら維持管理できる体

制を作ることが望まれる。 
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